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　皆様におかれましては、日ごろから
口腔顔面神経機能学会の活動にご理解
とご協力を賜り、心より御礼申し上げ
ます。理事長を拝命し、今年で 2 年目
となりました。機関会員、個人会員を
含めた会員数の増加、口唇・舌感覚異
常判定認定医の増加等を目標に、活動
しておりますが、なかなか成果があが
らないというのが現状で、申し訳なく
思っております。なお、認定医・認定
施設につきましては、特例も含めて更

新が必要な時期に来ておりますので、是非更新手続きをお忘れ
なきようよろしくお願いいたします。
　さて、昨年度の第19回の学術大会は日本大学歯学部の今村先
生にお世話になり、盛会裏に終了することができました。今村
先生をはじめ教室員の皆様には、遅くなりましたが篤く御礼申
し上げます。
　今年度の第20回は東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科

　顎顔面外科学　原田清教授を大会長として、2016年 3 月 5 日
（土）に、東京医科歯科大学歯学部附属病院内の特別講堂で開
催予定と伺っております。今回は第20回ということで記念大会
として、学会からも懇親会等を含めた開催を提案させていただ
きました。過去に理事長を務められた松矢先生・白砂先生にも
ご出席頂く予定でございますので、会員の皆様には、是非ご参
加いただけますよう、この場をお借りしてお願いいたします。
　また、学会翌日の 6 日（日）には、例年通り口唇・舌感覚異
常判定認定医試験を開催する予定です。認定医数がなかなか増
加しない原因の一つとして、口唇・舌感覚異常判定における要
因が多岐にわたり、受験する先生方の専門領域以外の専門知識
が必要になるという危惧があるかと思います。昨年からは問題
の一部を公開する形としておりますので、ご確認の上、多くの
先生方に受験していただけますよう、よろしくお願いいたしま
す。
　以上、お願いばかりで恐縮ではございますが、巻頭言とさせ
ていただきます。 3 月 5 日に皆様とお会いできることを楽しみ
にしております。

会員の皆様へ
新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面口腔外科学分野　高木律男
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認定施設及び認定医
　第 6 回口唇・舌感覚異常判定認定医試験にて、 4 名の認定医が新たに認定されましたので、追加致します。（＊印）

認定施設一覧
登録番号 施設名

１ 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
２ 鶴見大学歯学部　口腔内科学講座
３ 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面外科学
４ 兵庫医科大学病院　歯科口腔外科
５ 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座

６ 東京歯科大学口腔健康臨床科学講座口腔外科学分野
東京歯科大学水道橋病院口腔外科

７ 大阪歯科大学附属病院　口腔外科第二科
８ 東海大学医学部外科学系口腔外科
１１ 松本歯科大学　歯科麻酔学講座
１２ 九州大学病院　口腔顎顔面外科

１３ 新潟大学大学院　医歯学総合研究科　顎顔面口腔外科
学分野

１４ 鹿児島大学病院　口腔顎顔面センター
１６ 公立学校共済組合　九州中央病院　歯科口腔外科
１７ 公立学校共済組合　近畿中央病院　口腔外科
１８ 日本歯科大学附属病院　歯科麻酔・全身管理科
１９ NHO　高崎総合医療センター歯科口腔外科
２０ 今池デンタルクリニック
21 大阪警察病院　歯科口腔外科
22 浜瀬歯科医院
23 社会福祉法人 恩賜財団 済生会松阪総合病院　歯科口腔外科
24 寺元記念病院

認定医一覧
1 古郷　幹彦 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
2 浅田　洸一 鶴見大学歯学部　口腔内科学講座
5 大野　　敬 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座
7 覚道　健治 大阪歯科大学
8 金子　明寛 東海大学医学部外科学系口腔外科
9 川辺　良一 社会医療法人財団互恵会　大船中央病院歯科口腔外科
11 澁谷　　徹 松本歯科大学歯科麻酔学講座
12 杉山　　勝 広島大学

13 高木　律男 新潟大学大学院　医歯学総合研究科　顎顔面口腔
外科学分野

14 中村　典史 鹿児島大学病院　口腔顎顔面センター
15 古澤　清文 松本歯科大学　口腔顎顔面外科学講座
16 堀之内康文 公立学校共済組合　九州中央病院　歯科口腔外科
17 薬師寺　登 公立学校共済組合　近畿中央病院　口腔外科
18 山城三喜子 日本歯科大学　生命歯学部

19 飯田　征二 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 顎口腔再建
外科学分野

20 田中　　晋 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室

21 小林　明子 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
顎顔面外科学

22 望月　美江 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科　顎顔
面外科学

23 長谷川誠実 兵庫医科大学病院　歯科口腔外科
24 高田　　訓 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座

26 髙�野　正行 東京歯科大学口腔健康臨床科学講座口腔外科学分野
東京歯科大学水道橋病院口腔外科

27 高崎　義人 NHO　高崎総合医療センター歯科口腔外科
28 中嶋　正博 大阪歯科大学
29 大西　祐一 大阪歯科大学
30 谷山　貴一 松本歯科大学　歯科麻酔学講座

32 大山　順子 九州大学歯学研究院　口腔顎顔面病態学講座　口
腔顎顔面外科学分野

33 佐々木匡理 九州大学病院　顔面口腔外科

34 児玉　泰光 新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面口腔外
科学分野

36 野添　悦郎 鹿児島大学病院　口腔顎顔面センター
39 石井庄一郎 公立学校共済組合　近畿中央病院　口腔外科
40 高森　　等 日本歯科大学附属病院　歯科麻酔・全身管理科
41 中村　仁也 日本歯科大学附属病院　歯科麻酔・全身管理科

42 飯田　明彦 新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面口腔外
科学分野

44 沢井奈津子 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
45 石濱　孝二 大阪警察病院　歯科口腔外科
46 宮　　成典 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
47 山崎　裕子 自治医科大学歯学部　歯科口腔外科学講座
48 浜瀬　真紀 浜瀬歯科
49 澤田　真人 今池デンタルクリニック
52 松永　和秀 鹿児島大学　口腔顎顔面外科
53 熊谷　順也 東京医科歯科大学大学院　顎顔面外科
54 磯村恵美子 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
55 菅野　勝也 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座
56 蜂須賀永三 社会医療法人　石州会　六日市病院
57 原田　丈司 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
58 正元　洋介 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室

59 中村　康典 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面機能
再建学講座口腔顎顔面外科

60 小野　雄大 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
61 山田　謙一 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
62 川原　一郎 奥羽大学歯学部口腔外科学講座

63 鄭　　漢忠 北海道大学大学院歯学研究科　口腔病態学講座口
腔顎顔面外科学教室

64 石畑　清秀 鹿児島大学医学部・歯学部附属病院口腔顎顔面外科
65 濱田　智弘 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座
66 髙橋　進也 奥羽大学歯学部　口腔外科学講座
67 辻　　忠孝 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
68 大槻　浩一 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
69 奥野　恵実 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
70 小橋　寛薫 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
71 應谷　昌隆 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
72 山本　奈穂 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
73 伊藤　　章 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室

74 中山　　歩
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面機能
再建学講座口腔顎顔面外科

75 木田久美子 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
76 宮川　和晃 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室

77 山田　智明
岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　顎口腔再建
外科学分野

78 永谷　俊介 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
＊ 79 前田　慶子 東京医科歯科大学大学院　顎顔面外科学分野
＊ 80 関　　壮樹 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
＊ 81 上松　晃也 新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面外科学講座
＊ 82 永井　孝宏 新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面外科学講座

　認定施設（1-18）、認定医（1-51）については、平成27年11
月30日時点で更新手続き確認されたものを掲載しています。
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口唇・舌感覚異常判定認定医資格更新のお知らせ

　口唇・舌感覚異常判定認定医認定証の有効期限が平成29年 2 月28日までの認定医の先生は、平成28年10月 1 日から
12月31日までに認定医資格更新申請を行って下さい。更新資格として、学会参加10単位、学会発表者10単位、共同演
者 5 単位、合計30単位以上が必要となっておりますのでご留意ください。
　また、認定医登録時の所属機関から本学会の非会員機関に異動された先生は、個人会員あるいは機関会員として遡っ
て年会費をお支払い下さいますようお願い致します。
　ご不明な点、ご質問、お問い合わせは学会事務局までご連絡下さい。
●更新手数料 5 ,000円
　〈更新手数料の振込先〉三菱東京UFJ銀行　千里中央支店（店番号240　口座番号　0143730） 
　　　　　　　　　　　　口腔顔面神経機能学会　古郷幹彦
　　　　　　　　　　　　※更新手数料納入済領収書（写）を必ず添えて申請願います。

　　　　　　　　　　　口唇・舌感覚異常判定認定医制度規程� 〔平成26年 ３ 月 １ 日一部改訂〕

第 １ 章　総　　　則

第 １ 条
　　�本制度は、口唇・舌感覚異常の診断と治療に関わる広い学

識と専門的技能を有し、口唇・舌感覚異常を鑑定できる医
師、歯科医師を養成することを目的とする。

第 ２ 条
　　�この目的を達成するため、口腔顔面神経機能学会（以下、 

「本学会」という。）は、口唇・舌感覚異常判定認定医（以
下、「認定医」という。）を認定し、認定証を交付する。

　　�又、口腔顔面神経機能学会口唇・舌感覚異常判定認定施設
（以下、「認定施設」という。）の認定を行い、認定証を交
付する。

第 ２ 章　認定委員会

第 ３ 条
　　�認定医制度に必要な事項を審議するために本学会理事長が

指名する認定委員会を置く。
第 ４ 条
　　�１ ．‌�認定委員会は、本学会理事長が指名する委員（以下、 

「認定委員」という）若干名をもって構成する。
　　 ２ ．‌�認定委員の任期は ３ 年とし、再任は ２ 期を限度とす 

る。

　　 ３ ．‌�認定委員に欠員が生じた場合は、補欠委員を本学会理
事長が指名する。任期は前任者の残任期間とする。

　　 ４ ．‌�認定委員会委員長（以下、「認定委員長」という。）は、
理事長が指名する。副委員長は委員の中より選出す 
る。

第 ５ 条
　　 １ ．認定委員会は、年 １ 回以上、認定委員長が招集する。
　　 ２ ．‌�認定委員会は、委員の ２ ／ ３ の出席をもって成立し、

その議事は、認定委員長を除く委員の過半数の賛成で
決し、可否同数のときは、認定委員長の決するところ
による。

第 ６ 条
　　認定委員会は下記の業務を行う。
　　 １ ）認定医の資格審査及び更新資格審査
　　 ２ ）認定医試験の合否判定
　　 ３ ）認定施設の資格審査及び更新資格審査

第 ３ 章　認定医の申請資格

第 ７ 条
　　�認定医を申請する者は、日本国の医師あるいは歯科医師の

免許を有する本学会会員で、十分な学会活動を行っている
ものとする。

第 7回口唇・舌感覚異常判定認定医試験について

第 7回口唇・舌感覚異常判定認定医試験が行われます。

●認定医試験会場及び日程
　会場：東京医科歯科大学歯学部附属病院特別講堂
　日時：平成28年 3 月 6 日（日）10時より
　　　　（詳細は後日HPに掲載します）

●試験の詳細についてはHPをご覧ください
　http : //www.mcci.or.jp/www/shinkei/

●�不明な点についてはメールにて事務局にお問い合わせ下
さい。

　e-mail : jsofnf@gmail.com
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第 ４ 章　認定医申請資格の特例

第 ８ 条
　　�第 ７ 条の条件を満たさない場合でも、認定委員会が申請資

格を有すると認めた者には申請資格を与えることができる。

第 ５ 章　認 定 施 設

第 ９ 条
　　認定施設は本学会が認定した施設とする。
第１０条
　　認定施設は下記の各号全てに該当することを要する。
　　 １ ）認定施設には認定医がいること。
　　 ２ ）口唇・舌感覚異常判定に必要な設備を有していること。

第 ６ 章　認定医及び認定施設の認定

第１１条
　　 １ ．‌�認定医の認定は、認定委員会において資格審査及び認

定試験結果をもとに総合的に判定し、理事会の議を経
て決定する。

　　 ２ ．‌�認定施設の認定は、認定委員会の資格審査をもとに理
事会の議を経て決定する。

第 ７ 章　認定医及び認定施設の認定証交付

第１２条
　　�認定証は、登録料を納入し登録申請書を提出した後、本学

会理事長から交付される。その氏名又は施設名は、会報に
掲載する。

第 ８ 章　認定医及び認定施設の資格更新

第１３条
　　 １ ．‌�認定医及び認定施設は、 ５ 年毎に資格の更新をしなけ

ればならない。
　　 ２ ．‌�更新の可否は、更新申請書をもとに認定委員会におい

て審議し、理事会の議を経て決定する。

第 ９ 章　認定医及び　認定施設の資格喪失

第１４条
　　�認定医及び認定施設は、下記の各号のいずれかに該当する

場合には認定委員会、理事会の議を経てその資格を失う。
　　資格回復については別途定める。
　　 １ ）‌�認定医及び認定施設の資格の辞退届を本学会理事長宛

に届け出たとき。
　　 ２ ）医師、歯科医師の免許取消又は停止処分を受けたとき。
　　 ３ ）本学会会員の身分を失ったとき。
　　 ４ ）認定医及び認定施設の資格の更新を怠ったとき。
　　 ５ ）‌�認定医及び認定施設の名誉を毀損するような行為が

あったとき。

第１０章　認定医及び認定施設の資格回復

第１５条
　　�認定医及び認定施設の資格喪失の場合、本学会理事会の議

をもって回復することができる。

第１１章　補　　　則

第１６条
　　 １ ．この規程の改正は、本学会理事会の承認を必要とする。
　　 ２ ．‌�本規程施行時に本学会に入会している施設より若干名

ずつを本学会理事会の承認を経て認定医として認定す
る。

　　 ３ ．‌�本規定施行日から ２ 年間は暫定期間とし、第 １ 回認定
試験は平成２１年度第１４回口腔顔面神経機能学会総会開
催以降に行う。

　　 ４ ．‌�この規程に定めるもののほか、認定医制度規程の実施
に関し必要な事項は、別に細則として定める。

　　 5 ．‌�平成26、２７、２８年度に限り特例として 3 期目を認める
とする。

付　　則
　本規程は、平成２０年 ３ 月 １ 日に制定し、この日をもって施行
する。

口唇・舌感覚異常判定認定医制度施行細則
第 １ 条
　　�口唇・舌感覚異常判定認定医制度規程（以下「規程」とい

う。）の施行にあたり、この規程に定められた以外の事項
については、以下の施行細則に従うものとする。

第 ２ 条
　　�認定施設在籍期間は、複数の認定施設での研修期間を合算

したものでもよい。
第 ３ 条
　　�認定医制度規程第 ７ 条でいう十分な学会活動とは、以下の

各号に該当することを要する。
　　 １ ）認定医申請時に ３ 年以上、本学会会員であること。
　　 ２ ）�本学会指定の認定施設に通算して ３ 年以上在籍してい

ること。

　　 ３ ）�学術大会において口腔顔面神経機能に関する発表をし
ていること。

第 ４ 条
　　�認定医を申請する者は、審査料（ ５ ,０００円）を添えて以下

の申請書類を認定委員会に提出しなければならない。受理
した審査料は、理由のいかんにかかわらず返却しない。

　　 １ ）申請書
　　 ２ ）日本国医師、歯科医師免許証（写）
第 ５ 条
　　�認定施設を申請する施設の責任者は、以下の申請書類を認

定委員会に提出しなければならない。
　　 １ ）申請書
　　 ２ ）認定医名簿
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第 ６ 条
　　認定施設は、下記の診査器具を有していること。
　　 １ ）SW 知覚テスター
　 　 ２ ） ２ 点弁別
　　 ３ ）テーストディスク
第 ７ 条
　　 １ ．認定試験は、年に一回行う。
　　 ２ ．認定試験は、書類審査および論述試験により行う。
　　 ３ ．‌�暫定期間中は細則第 ３ 条の条件を満たさない場合で 

も、認定委員会が申請資格を有すると認めた者には申
請資格を与え、論述試験を免除することができる。

第 ８ 条
　　認定医登録料は１０,０００円とする。
第 ９ 条
　　 １ ．‌�認定医資格の更新をする者は、本学会所定の認定医更

新申請書一式と更新手数料（５,０００円）を添えて本学
会理事長に届け出なければならない。資格更新の申請
は、認定失効期日の ６ ヶ月前から ３ ヶ月前までに終了
しなければならない。

　　 ２ ．‌�長期の海外出張及び病気等で更新期間内に更新手続き
ができない場合には、その理由書を認定委員会に提出
すれば認定委員会で審議し、更新期間の延長を認める
場合がある。

　　 ３ ．‌�資格の更新をする者は、認定医資格取得の年から ５ 年
毎に、定める単位（３０単位以上）を満たさなければな
らない。

　　 １ ）本学会参加　　　　　　１０単位
　　 ２ ）本学会発表
　　　　　　　　講演演者　　　１０単位
　　　　　　　　共同発表者　　 ５ 単位
　　 ３ ）‌�本学会以外の学術大会での発表（口腔顔面神経機能に

関するもの）
　　　　　　　　講演演者　　　 ５ 単位
　　　　　　　　共同発表者　　 ３ 単位

付　　則
　本規程は、平成２０年 3 月 1 日に制定し、この日をもって施行
する。

第19回口腔顔面神経機能学会開催される
　下記日程に口腔顔面神経機能学会が開催されました。
日　時：平成27年 3 月 7 日（土）
場　所：日本大学歯学部 2 号館 1 階研修医講堂
大会長：�今村佳樹（日本大学歯学部口腔診断学講座）

第19回口腔顔面神経機能学会学術大会を終えて
� 日本大学歯学部口腔診断学講座

� 今村　佳樹 　　　　　　　　　

　平成27年 3 月 7 日（土）に東京
都御茶ノ水地区において第19回口
腔顔面神経機能学会を主催させて
いただきました。当日は、穏やか
な気候で、卒業を待つ学生がすで
に授業を終えているせいか、いつ
もは芋の子を洗うような状態の日
本大学歯学部の校舎も幾分、ゆっ
たりした雰囲気でありました。第
19回学術大会には、73名の参加者

が集い、一般演題14題、シンポジウム 4 演題において大変に熱
の入った議論をしていただきましたことを、大会長としてお礼
申し上げます。
　第19回学術大会では、鹿児島大学大学院医歯学総合研究科口
腔顎顔面外科学分野　中村典史教授にお取りまとめいただき、
シンポジウムとして、「下顎智歯抜歯後の神経麻痺の予見と回
避」を取り上げさせていただきました。神経損傷の診断・治療
に併せて予防を推進することも、本学会が担う大きな使命であ
ると思われます。下顎智歯の抜歯と下歯槽神経、舌神経損傷の
問題は、いったん神経損傷が生じてしまうと、仮にそのケース
が炎症を繰り返し抜歯が不可避なケースであったとしても、患

者さんはほかに選択すべき手段があったのではないかという疑
念にかられるようです。そのような場合、術前のインフォーム
ドコンセントは患者さんにとってはあまり有意義でないのかも
しれません。また、同様にインフォームドコンセントの限界を
感じている歯科医師も多いと思います。この問題は、患者さん
や一般開業歯科医師の関心も大きく、口腔神経機能を取り扱う
専門職としての知識が問われる領域です。シンポジウムでは、
4 名のシンポジストの先生方に日頃の臨床経験と科学的根拠に
基づいた発表をしていただき、 2 回法やコロネクトミーの適応
と限界を知ることができました。広くその知識を共有できたこ
とは、会員の皆さんに大きな利益になったことと確信いたしま
す。
　第20回学術大会は、東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究
科顎顔面頸部機能再建学系顎顔面機能修復学講座顎顔面外科学
の原田　清教授がご担当されます。この御茶ノ水地区で皆様と
再びお会いできることを楽しみにしております。最後になりま
したが、この学会が20年の歴史の上に立って患者さんと医療者
のためにさらなる発展を遂げることを期待して、お礼の挨拶と
させていただきます。シンポジウムならびに一般演題の演者、
座長の皆様や参加していただいた皆様、運営に携わっていただ
いた皆様に深謝いたします。
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シンポジウム

「下顎智歯抜歯後の神経麻痺の予見と回避」
座長：鹿児島大学口腔顎顔面外科　中村　典史

１ ．下顎智歯抜歯後神経障害のリスク評価

九州歯科大学生体機能学講座顎顔面外科学分野
笹栗　正明

　神経障害は歯科医療における医事紛争の中では頻度が高い。
障害を受けた神経は下歯槽神経が最も多く、下顎智歯抜歯に伴
うものが最も頻度が高い。下顎智歯抜歯後の下歯槽神経障害
（以下、IANI:Inferior alveolar nerve injury）の発現率は0.5〜
8 %との報告があり、ほとんどは数か月で回復する一過性のも
のが多いが、 6 か月目までIANIが残存するものが全体の0.05%
程度存在し、 6 か月以降に何らかのIANIを残すものは完全回
復に至らない場合があるとの報告がある。われわれ歯科医師は
下顎智歯抜歯に際し、IANI発生のリスク因子を把握し、その
危険を患者に説明する義務がある。IANI発生のリスク因子と
して患者の年齢、性別、術者の経験、X線所見による智歯と下
顎管の位置関係などが検討されている。文献的にはIANIの発
生は性別では女性に多く、年齢では30歳を境にリスクが高くな
るという報告が多い。また、年齢が高くなると回復にも時間を
要し永続的障害の発生する危険性も高くなると報告されてい
る。抜歯に直接関わってくる因子としては解剖学的な智歯と下
顎管および下歯槽神経の位置関係が挙げられる。下顎智歯歯根
と下顎管との解剖学的位置関係について、自験例を対象に検討
を行った結果と文献的報告をあわせて下顎智歯抜歯後のIANI
発生の危険因子について検討した。対象は九州大学病院顎口腔
外科にて行った下顎智歯抜歯829歯である。829歯中14歯（1.7%）
で術後にIANIを認めた。829歯のうちパノラマ所見で歯根と下
顎管の重なりを認めなかった734歯中 ６ 歯（0.8%）、歯根と下顎
管の重なりを認めた95歯中 8 歯（8.9%）でIANIを認め統計学

的有意差を認めた（p<0.05）。歯根と下顎管の重なりを認めた
95歯におけるIANI発生とパノラマX線所見およびCT所見の関
連を検討すると、IANIの発生との間に統計学的有意差を認め
た所見はパノラマX線所見では、歯根と下顎管の重なりが下顎
管の 1 / 2 を越えている、下顎管上壁の消失、下顎管の彎曲で
あり、CT所見では歯根と下顎管の間の骨介在の消失であった。
諸家の報告でもIANI発生に関連する所見として下顎管の彎曲、
下顎管の狭窄、下顎管上壁の消失、Darkening of root等が挙
げられている。CT所見に関しては歯根と下顎管の間に骨介在
の有無だけでなく、下顎管の変形についての報告があり、下顎
管が歯根によって押し潰されたような形態を認める場合は
IANIの発生率が約30%にまで高くなるとの報告もある。以上、
下顎智歯抜歯後のIANI発生の危険因子としては、性別では女
性、年齢では30歳以上、パノラマ所見では①下顎管の 1 / 2 を
越える歯根との重なり、②下顎管上壁の消失、③下顎管の彎曲、
④下顎管の狭窄、⑤Darkening of root等があり、CT所見では
①智歯と下顎管の間の骨介在の消失、②下顎管の変形などが挙
げられる。術者はこれらの因子を考慮に入れ、術前に十分な説
明を行い、それを同意書・承諾書という文書を作成する必要が
ある。これら文書の作成は免責目的ではなく、お互いの思い込
みや誤解を訂正し、十分なインフォームドコンセントをとるた
めの過程と考え、トラブルのない安全な医療を行うよう心がけ
るべきである。

２ ．下顎智歯 2回法抜歯の手技と管理

大阪大学大学院歯学研究科
顎口腔病因病態制御学講座　口腔外科学第一教室
田中　　晋

　下顎埋伏智歯抜歯術は口腔外科領域において施行される頻度
の高い術式の一つで、埋伏状態、患者背景因子により難易度は
様々である。そして、術後の偶発症として挙げられるオトガイ
神経知覚異常は、症状の経過により医療訴訟に発展する可能性
もあることから、予見と回避を目的とした正確な術前評価と術
式の選択が求められる。
　当科における過去の報告では、下顎埋伏智歯抜歯後のオトガ
イ神経知覚異常の発生率は全症例中の2.4%であるが、下歯槽神
経血管束が露出した症例に限定すると22.6%とその発生率は有
意に上昇することが明らかとなっている。こうした結果も踏ま

えて2011年より当科では、智歯歯根と下顎管が 1 / 2 以上重な
るなど下顎管穿孔の可能性が高い症例に対して、知覚異常発症
のリスクを軽減させる目的で 2 回法抜歯を導入している。

2 回法抜歯における治療の流れは大きく ４ つに分かれる。

１ ．術前診断（評価）と患者説明（IC）　根尖歯槽硬線の有
無や根尖と下顎管の関係（Apex position）、下顎管の弯曲の有
無等をパノラマX線で評価した上で、下歯槽神経露出のリスク
が高いと考えられる症例においてCBCTを撮影し、下顎管壁消
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失の有無や頬舌的な走行位置等を精査した上で、患者に対して
2 回法抜歯の目的と術式、適用による利点と欠点（複数回処置、
待機期間を要する。移動困難症例となる可能性等）について十
分に説明し、同意を得ることが必要である。

２ ． 1 回目処置　過去の報告より術後の歯根移動には水平成分
に加えて、垂直成分の移動が観察されることから、遠心側歯根
上部の骨削除を十分に行っておくことが望ましいと考えられ
る。また、歯冠分割ラインについても近心側の歯根移動量が多
いことから、第二大臼歯遠心隣接面にほぼ平行に設定し、十分
な移動スペースを確保することが重要である。さらに、切断後
の露髄面に対して基本的に覆髄等の処置は必要ないものの、術
後の歯髄症状を予防するために創部は完全閉鎖することが求め
られる。

３ ． 1 回目処置後管理と 2回目処置前評価　パノラマX線撮影
にて歯冠摘出後の状態を評価するとともに、歯髄症状、感染兆
候の有無について確認する。まれに歯髄症状が強く出現する場
合には、追加処置の適用も含めて 2 回法継続の可否について判
断する必要がある。 2 回目処置までの当科における平均待機期

間は132.6日で、術後歯根移動量の評価はパノラマX線上で第二
大臼歯計測点を含めた相対比率により、水平成分、垂直成分に
ついて移動量を評価してきたが、最近の試みとして、専用ソフ
トを用いたCBCT imageの重ね合わせを行うことで、正確な距
離計測に加えて、歯冠削除量や歯根移動容積等体積成分を評価
することが可能となっている。今後、埋伏状態（水平、近心傾
斜、遠心傾斜、逆生）による三次元的な移動パターンを個々に
明らかにすることで、より効率的な 1 回目処置方法の改善や移
動困難症例の予測等にも役立てたいと考えている。

４ ． 2 回目処置の実施と治療の最終評価　 2 回目処置の施行と
施行後の知覚異常出現の有無について評価を行う。当科で施行
した26症例については、術後感覚異常をきたした症例はなく、
現時点で 2 回法抜歯は知覚異常を回避するために有用な術式と
考えられる。一方、治療終了後に行った患者への追跡調査では、
待機期間、処置後症状に対する質問の他、全体として 7 － 8 割
の患者から治療に対する満足を得ることができているが、移動
困難症例の解析や患者側からみた問題点の抽出と検討を重ねて
治療にフィードバックすることが、今後 2 回法を広く社会に認
知してもらうために必要であると考える。

３ ． ２ 回法智歯抜歯の移動困難症例の分析と対応

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科口腔顎顔面外科学分野
野添　悦郎

緒　　言

　下顎智歯 ２ 回法抜歯術において、 1 回目処置後に歯が移動す
ることが本術式を成功に導く重要なポイントとなる。しかしな
がら移動困難症例もありその特徴と対応策を講じることが必要
である。今回、移動困難歯の特徴とその対応策を検討したので
報告する。

対　　象

　2007年 1 月から2013年12月までに、当科で智歯抜歯を行った
患者のうち、 ２ 回法により抜歯を行った162人189本のうち、パ
ノラマX線（治療前と ２ 回目処置前）と治療前X線CT像による
分析が可能であった歯162本とした。

分析方法

　歯の傾斜により、水平群136本（水平95本、近心傾斜39本、
逆生 ２ 本）と垂直群26本（垂直23本、遠心傾斜 ３ 本）の 2 つの
グループに分け、以下の内容について分析した。
１ ．歯の移動量
　本法治療前と ２ 回目処置前のパノラマX線にて計測を行っ
た。下顎臼歯部の歯頚部を連ねた線を基準に ８ 遠心面から智歯
歯根尖までの距離を計測した。1.0㎜未満の移動となった歯を
移動困難歯とした。
２ ．歯の移動の様相
　 １ 回目処置後、留置した歯の歯軸の変化をパノラマX線に

て、①上方回転、②直線（不変）、③倒れこみの ３ 通りに分類
した。
３ ．移動困難歯の特徴の有無
　移動困難歯の特徴について分析するため、パノラマX線像な
らびにCT像より評価項目を抽出し、判別分析を行った。歯の
移動の大小に関すると思われる要因を抽出し、判別分析を行っ
た（表）。

結　　果
１ ．歯の移動量
　水平群では1.0㎜以上動いた歯は136本中125本（91.9％）、垂

表　移動困難歯の特徴の有無の検索法　―判別分析―
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４ ．「コロネクトミー（歯冠切除術）による下歯槽神経麻痺回避とその長期的予後」

愛知学院大学歯学部顎口腔外科学講座
黒岩裕一朗

　下顎第三大臼歯の合併症のひとつである下歯槽神経損傷に伴
う知覚異常・麻痺は、その発生率が0.5～ 1 ％とまれではある
が、発生した場合の患者の精神的ならびに肉体的負担は大きい
もので、時に医療訴訟につながるケースもみられる。このよう
な背景のなか、1990年代から欧米諸国にて下顎第三大臼歯抜歯
後の神経損傷を回避する目的で、Coronectomy（歯冠除去術）

が行われるようになり、2004年にはRentonらがランダム化臨
床試験を実施し、神経損傷防止に有用であるというエビデンス
が得られている。その後も各国から同様の報告がなされ、術式
として一般的になってきているものである。
　具体的にCoronectomyとは通法の下顎埋伏智歯抜歯術と同様
に歯冠と歯根を分割したのち、歯冠部のみを除去し、歯根部は

直
歯

では26本中15本（57.7％）であった（図 1 ）。
２ ．歯の移動の様相
　水平群で移動量の多い症例では上方回転77本（61.1％）が見
られた。垂直群では近心へのたおれこみの見られる歯が多く、
移動困難歯でも11本中 ５ 本見られた（図 2 ）。
３ ．移動困難歯の特徴の有無
　水平群については、①治療前に智歯歯冠が隣接 ７ に接触して
いない（図 ３ ）、②CT像にて下顎管が歯根の側面を通る（高い
位置で走行している）、③40歳以上、④下顎管の屈曲がある、
⑤パノラマ像で下顎管との重なりで 1 / 2 未満の重なりである
ことが移動困難歯と判別された。垂直歯については、要因は抽
出できなかった。

考　　察

　移動困難歯に対する対策として、水平歯では、 １ 回目処置に
て十分な歯質除去が行われているにも関わらず移動が困難であ
る場合、癒着歯等の元来抜歯困難症例と判断される。そのため、
1 回目処置前に移動困難が予想される歯や 2 回目までに移動困
難であった歯は歯冠除去術に準じた処置を行うことが望ましい
と考えられた。
　垂直歯に関しては、垂直歯であることが移動困難歯であると
考えるべきである。ただ、歯の移動の様相にて １ 回目処置後に
近心へ倒れこんでくる歯が見られ、 1 回目処置時に近心部分を
十分に削除することで、歯の移動を促す可能性が考えられた。
しかしながら、 ７ と ８ の歯根が近接している歯（図 ３ ）では、
近心部分の削除も困難であり、また、歯冠除去術を施行しても
７ に近接して智歯歯根が留置されることとなり今後の検討が必
要と考えられた。

結　　語

　鹿児島大学病院口腔顎顔面外科にて 2 回法智歯抜歯を行った
162人189本のうち、分析が可能であった162本について、移動
困難歯の特徴とその対策について分析考察した。

図 2　歯の移動の様相の内訳

図 3　移動困難歯の例
上：治療前に隣接 7と接触しない水平歯　
下：智歯歯根と 7の歯根が隣接した垂直歯

図 1　抜歯術での歯の移動量　―パノラマX線像―
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顎骨内に残存させるものであり、歯根は除去前提ではないとこ
ろが 2 回法抜歯術との明らかな違いである。
　適応症例はパノラマエックス線写真上での歯根と下顎管の位
置関係や下顎管の狭窄・迂回などの所見でまず選別を行い、引
き続いてCTによる精査を行いさらに症例を選別している。CT
で は 歯 根 と 下 顎 管 の 正 確 な 位 置 関 係 が わ か る た め、
Coronectomy適応の判定には不可欠であると考えている。この
ようにリスクの高い症例を選別しCoronectomyを行い、術後下
歯槽神経麻痺の発生は約0.3％であった。
　術後多くの症例で歯根は歯冠方向への移動がみられ、術後 3

年には約70％が下顎管から離れていた。また、歯冠摘出した空
隙にも骨の新生が98％にみられた。しかし3.6％は歯根の移動
が大きく、一部が口腔内に露出してきたため、歯根の摘出を
行ったほか、0.6％において歯髄炎様の疼痛がみられ、これも
摘出を行った。計 4 ％の症例で歯根摘出を行ったが、いずれも
麻痺の発生はなかった。
　歯根の移動は若年者、女性により大ききおこる傾向がみら
れ、根の形態によっても移動量に差がみられた。また、歯根の
移動は術後 2 年間に大きくみられ、大半は 2 年以降に動きはみ
られなかった。

一般演題

１ ．CT画像を用いた下顎智歯抜歯時の歯牙移動に関する ３次元的解析
１ ）�大阪大学大学院歯学研究科　顎口腔病因病態制御学講

座　口腔外科学第一教室
２ ）公立学校共済組合近畿中央病院歯科口腔外科
○松下　　豊１）　正元　洋介１）　宮川　和晃１）

　小橋　寛薫２）　廣石　幸恵１）　石原　康貴１）

　安田　卓司１）　栗岡　恭子１）　松川　　誠１）

　寺元　　健１）　中川記世子１）　薄木　崇介１）

　薮野　佑介１）　須河内昭成１）　高畑　惣介１）

　毛利　真弥１）　藤林　えみ１）　大槻　浩一１）

　住岡　　聡１）　原田　計眞１）　石本　俊介１）

　平岡慎一郎１）　石濱　孝二１）　伊藤　　章１）

　田中　　晋１）、古郷　幹彦１）

緒　　言

　下顎智歯抜歯時の歯根部の移動については、以前当科でパノ
ラマX線画像を用いた報告を行ったが、その動きに関しては ３
次元的な複雑な動きが予想された。
　そこで、当科にて2014年度に下顎智歯 ２ 回法抜歯を適応した
症例の歯根部の移動様式について、従来のパノラマX線画像を
用いた分析に加え、CBCT画像を用いて ３ 次元的に分析・検討
を行った。

対　　象

　対象患者は当科において2014年 4 月～2015年 2 月に下顎智歯
と下顎管の近接を認め、CBCTにて術前・術後の画像評価を
行った ２ 回法抜歯症例で、男性 ６ 名、女性 ３ 名で、平均年齢は
34.6歳（20歳代 ３ 名、30歳代 ４ 名、40歳代 ２ 名）であった。

　分析方法

１ 、パノラマX線画像での智歯の移動の測定
　測定項目は、図 １ で示す項目とし、水平的移動量は（B/A－
b/a）×100、垂直的移動量は（D/C－d/c）×100とした。
　測定結果は水平的移動量の平均値が16.94、垂直的移動量の
平均値が1.20であった。
　水平成分が主で、軽度の垂直方向への移動もみられた。
２ 、CBCT画像での智歯の移動状況の分析

　初診時および ２ 回目抜歯前のCBCT画像データを解析ソフト
（Tri3D Bon ６４：Ratoc社）を用いて、重ね合わせを行い、智
歯の位置状態を比較するとともに、以下の項目測定を行い検討
した。
①智歯の体積　②歯冠削除量　③移動容積　④根尖移動距離
　重ね合わせたCBCT画像より智歯部を抽出し、その抽出した
画像にて分割前の智歯より分割後の智歯部分を除き、その歯根
側の体積を求め移動容積とした。
①　智歯の体積
　歯冠分割前のCBCT画像より智歯を抽出し（図 ２ ）、その体
積を計測
②　歯冠分割量：480.5㎜³
　同様に歯冠分割後で体積を計測し、その体積の差より歯冠分
割量を求めた。

図 １
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③　移動容積：197.2㎜³
　歯冠分割前、分割後のCT画像を重ね合わせ、分割前の智歯
歯根部より分割後の智歯部分を除いた部分の体積を計測。
④　根尖移動距離：3.3㎜
　重ね合わせたＣＴ画像にて根尖部の移動距離を測定。
　移動容積の形状を矢状断、前頭断、水平断の画像を用いてさ
らに詳細に分析を行うと、矢状断では若干の時計回りの回転を
伴いながら、近心側の側壁に沿って移動しており、水平断・前
頭断では頬舌的にほぼ平行に移動している。
　こうした動きは他の症例でも同様に認められた。

結　　果

①　智歯の体積：平均　955.3㎜³　（699.0㎜³～1230.1㎜³）

②　歯冠削除量：平均　388.1㎜³　（278.3㎜³～480.5㎜³）
③　移動容積：平均　183.3㎜³　（75.2㎜³～240.9㎜³）
④　根尖移動距離：平均　2.9㎜　（0.9㎜～4.8㎜）
　歯根の移動がほとんど見られなかった ２ 症例を除くと、歯冠
削除量と歯牙が移動した体積には正の相関の傾向が認められた。

結　　語

　CBCT画像の分析により、歯冠除去後の歯根の移動を三次元
的に捉えることができ、歯冠分割量、歯根移動容積などを体積
変化として評価することが可能であると示された。

２ ．当科の外来手術室における下顎智歯抜歯218例の検討

1 ）新潟大学大学院医歯学総合研究科顎顔面口腔外科学分野
2 ）新潟中央病院歯科口腔外科
○上松　晃也1）, 2）　児玉　泰光1）　永井　孝宏1）

　勝見　祐二1）　高木　律男1）

緒　　言

　下顎智歯抜歯後の知覚異常に関して、過去の当科の調査では
1807症例中、知覚異常は12例・0.7％と比較的良好な成績であっ
た。しかし、近年医療訴訟の増加などの背景もあり、以前より
安全・確実な治療方針が求められるようになってきている。今
回、本学会主導の『下顎智歯抜歯後の下歯槽神経知覚異常出現
回避のための治療法に関する多施設共同研究』において、協力
施設となったことを契機とし、同期間における智歯抜歯症例を
調査し、当科での対応を再検討することとした。

対象および方法

　対象は2014年 8 月から12月までの 5 か月間、外来手術室で下
顎智歯抜歯を行った症例のうち、抜糸まで経過観察しえた218
例とした。方法は、多施設共同研究のプロトコールに準じた調
査票を作製し、データを収集。調査項目は、年齢、性別、
Winters分類、apex position、CT撮影の有無、CTでの下顎管
壁との接触、歯根抜去時の痛み、神経の露出、知覚異常とした。

結　　果

　患者内訳は男性87名、女性131名、計218名、平均年齢は28.8
歳で内、知覚異常は 3 例、1.3％、すべて下歯槽神経の知覚鈍
麻であった。Winters分類ではⅠＢが70例・32.1％、次いでⅠ
Ａが64例・29.3％であり、ⅠＡ、ⅠＢが半数以上を占めた。ま
た、知覚異常はⅠＢ、ⅡＡ、ⅢＡに各 1 例認められた。Apex 
positionはAp 1 が112本、51.3％と半数以上に上った。内、知
覚異常はAp 1 に 1 例、Ap 3 に 2 例認められた。CT撮影は64
例 に 実 施、下 顎 管 壁 との 接 触 があったものは64例 中45例 で
70.3％であった。術 中 所 見 では、根 抜 去 時 の 痛 みが23例・
10.5％で見られ、内 2 例に知覚異常が出現した。また、下顎管
の露出は12例で内 1 例に知覚異常が出現した。

考　　察

　今回、知覚異常出現率は1.3％であった。文献的には平均的
な値ではあるものの、過去の当科の調査より増加していた。こ
の一因として、開業医院でのCTの普及などによる難症例の紹
介の増加が考えられる。また、CT撮影は64例で実施され、内
45例が下顎管壁と接触していた。その割合は、apex positionに

図 ２
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比例し、増加していた。今回知覚異常が見られた 3 症例は、
Winters分類では抜歯難易度は高くはないが、過去に報告され
ているリスク所見を複数有していた。埋伏状態の複雑化や医療

訴訟の増加など近年の医療環境の変化も鑑みて、今後は当科に
おいても、より積極的に知覚異常を回避する 2 回法・歯冠除去
術などの対策を検討していく必要があると考えられた。

図 1　対象患者内訳 図 2　Winters分類

図 3　apex position

表 1 　CT所見 表 2　術中所見
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３ ．東京医科歯科大学顔面外科における下顎埋伏智歯抜歯の臨床的検討

1 ）東京医科歯科大学医歯学総合研究科　顎顔面外科学分野
2 ）JCHO　東京山手メディカルセンター　歯科
3 ）今池デンタルクリニック
4 ）自治医科大学　歯科口腔外科
○熊谷　順也1, 2）　小林　明子1）　望月　美江1）

　澤田　真人3）　山崎　裕子4）　原田　　清1）

諸　　言

　下顎埋伏智歯抜歯はもっとも頻度の高い口腔外科手術の一つ
である。偶発症として下唇およびオトガイ部の知覚異常があ
り、憂慮すべき問題である。現在、東京医科歯科大学顎顔面外
科では三浦康次郎先生が1992年の統計を取りそのデータを参考
にしている。
　今回、20年経過したため新しくデータを取り、1992年のデー
タと比較・検討を行った。

対象と方法

　2012年 1 月～12月の間に当科の外来で下顎水平埋伏智歯抜歯
を行った2017名、2086歯を対象とした。術前にすでに同部位に
知覚異常を認めている症例は除外した。
　診療録およびパノラマX線写真より年齢、性別、術者の経験
年数、埋伏歯と下顎管との位置関係、吉増の下顎智歯抜歯にお
ける難易度分類、G.B.Winterの下顎埋伏智歯分類を調査し、比
較・検討した。オトガイ神経麻痺については治癒経過、治療方
法について調査した。なお、知覚異常の判定は抜歯後 1 週問の
経過観察の間に患者自身が主観的に異常を訴えた症例とした。
また治癒についても同様とした。

結　　果

　オトガイ神経麻痺は2086例中16例（0.77%）生じた。1992年
は1299例中 8 例（0.6%）であった。年齢別でみると、2012年は
30歳台以降で麻痺出現率の上昇をみとめたが、1992年は40歳代
以上で出現率の上昇をみとめた。術者経験年数は入局10年目以
上の出現率が0.36％と低く、それ以下の年数では約 1 ％になっ
た。歯根と下顎管との関係では重なる症例の出現率は 3 ％と大
きくなり、1992年も2.9％であった。吉増の難易度分類では、
症例数は2012年、1992年ともにＣの症例数が一番多くなった
が、2012年は難易度の高い方が麻痺出現率の上昇を認めた。
Winterの分類では同じポジションＡでもクラスが大きくなる
と麻痺出現率が上昇し、同じクラスでもポジションが深くなる
と麻痺出現率が上昇する傾向があった。

　オトガイ神経麻痺の経過について2012年は16名中、治癒・ほ
ぼ治癒が 8 名、1992年は 8 例全例回復していた。治癒・ほぼ治
癒の期間について2012年は平均9.6週、 2 ケ月半かかっていま
した。1992年は平均11.6週、 3 カ月かかっていた。

ま と め

　2012年は1992年と比較し、患者数・抜歯数が大幅に増加して
いたが、オトガイ神経麻痺出現率は大きく変化しなかった。ま
た難易度と麻痺出現率について、下顎管との位置関係は重なる
症例が2.9%（1992年）と3.03%（2012年）とほぼ同様の出現率
であり、吉増やWinterの分類も難易度が高くなると麻痺出現
率が上昇する傾向がみとめられた。レントゲン写真でも麻痺出
現率の参考になることが分かった。
　2012年、東京医科歯科大学顎顔面外科での下顎水平埋伏智歯
抜歯の方法は通法通りの 1 回法での抜歯です。この報告は当科
において今後、 2 回法や歯冠切除術等の手術方法・知覚異常に
対する治療方法が変化していく上でのデータの元としたい。
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４ ．全身麻酔下顎智歯抜歯症例における術後知覚異常の検討

新潟大学大学院医歯学総合研究科顎顔面口腔外科学分野
○勝見　祐二　児玉　泰光　上松　晃也　五十嵐友樹
　西川　　敦　小玉　直樹　齋藤　正直　黒川　　亮
　小山　貴寛　池田　順行　安島　久雄　永田　昌毅
　高木　律男

緒　　言

　近年当科では種々の目的に全身麻酔、下顎智歯抜歯症例が増
加傾向である。今回我々は、過去 5 年間の動向を探ることを目
的に、術後知覚異常の関連因子の検証と回避を目的に後ろ向き
調査を行った。

対象と方法

　2010年 1 月から2014年12月の 5 年間に当科で下顎智歯抜歯を
目的に全身麻酔を併用した143例233側を対象とした。方法は患
者カルテ、パノラマエックス線、CT画像から術後知覚異常の
関連因子を調査した。調査項目は、全症例の年齢、性別、術後
知覚異常の発生率。これに加え抜歯困難で全身麻酔を選択した
（以下困難抜歯症例）72例113側に関して、パノラマX線で
Winters分類、apex position、CT画像を用いて下顎管の走行位
置、下顎管壁との接触の有無を調査した。

結　　果

　全症例では、男性72例、女性71例、平均年齢は35.7歳、術後
知覚異常は下歯槽神経が19側、舌神経が 2 側の合計21側で全体
の 9 ％であった。このうち困難抜歯症例は、男女ともに36例、
平均年齢は47.2歳、知覚異常の発生率は17側15％であった。困
難抜歯症例のパノラマX線を用いたWinters分類に関しては、
IIBが最も多く全体の34.6％であった。下歯槽神経知覚異常の
発生率は、IIICにおいて約 3 割と高く、その他の群に対し有意
差を認めた（表 1 ）。CT所見における下顎管壁との接触は全体
の約 8 割に認め、このうち下歯槽神経知覚異常に至ったのは
16.7％で接触の有無との間に有意差は認めなかった。下顎管の
走行位置をCTの前頭断上で頬側、下方、舌側、根尖間にそれ
ぞれ分類したところ、舌側を走行する場合において他群に対し
有意差を認めた（表 2 ）。

表 1　Winters分類と術後知覚異常
表 2　下顎管との接触および下顎管の位置と術後知覚異常
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考　　察

　術後知覚異常を予知する因子についてこれまでの文献ではパ
ノラマX線、CTなどから本調査と同様の点が指摘されており、
これら術前の情報をもとに総合的に手術法を選択することで、
困難抜歯症例であっても知覚異常の発生率、発生件数を減らす
ことができ、そのためには、いくつかある手術法の選択基準の
明確化が不可欠であると考えられた（図 1 ）。

５ ．下唇粘液嚢胞摘出術後の知覚異常に関する臨床的検討

奥羽大学歯学部口腔外科学講座
○淺倉　彬人　川原　一郎　菅野　勝也　浜田　智弘
　金　　秀樹　高田　　訓　大野　　敬

緒　　言

　下唇粘液嚢胞摘出術は日常臨床で多く経験する口腔外科小手
術であるが、術後の知覚異常に関する報告は少ない。今回われ
われは、下唇粘液嚢胞摘出術後における知覚異常の発生因子を
抽出するために、当科で経験した下唇粘液嚢胞摘出術症例を用
いて臨床的検討を行ったので報告する。

対象と方法

　2012年 １ 月～2014年12月の期間に、当科で施行した下唇粘液
嚢胞摘出術症例のうち術後経過を追えた53例とした。術後に知
覚異常が出現した症例を知覚異常群、出現しなかった症例を非
知覚異常群とした。これらに対して、性別、年齢、病悩期間、
大きさ、発症部位、術者の経験年数、術式について検索した。

結　　果

　下 唇 粘 液 嚢 胞 摘 出 術 後 に 知 覚 異 常 が 出 現 したのは 8 例
（ 8 /53）で、発生頻度は15.1%であった。性別では、知覚異常
の発生頻度は男性13.3%（ 4 /30）、女性17.4%（ 4 /23）であっ
た。年齢では、知覚異常群が平均29.5歳、非知覚異常群が平均
30.6歳であり、10歳代と40歳代で知覚異常の発生頻度が高かっ
た（図 1 ）。病悩期間では、知覚異常群が平均8.2か月、非知覚
異常群が平均5.2か月であり、病悩期間が ６ か月未満と ２ 年以
上で知覚異常の発生頻度が高かった（図 2 ）。嚢胞の大きさで
は、知覚異常群が平均9.1mm、非知覚異常群が平均7.4mmであ
り、嚢胞が大きいほど知覚異常の発生頻度が高くなる傾向で
あった（図 3 ）。発症部位では、知覚異常の発生頻度は右側
12.5%（ 3 /24）、正 中33.3%（ 1 / 3 ）、左 側15.4%（ 4 /26）で

図 1　下顎（埋伏）智歯抜去時の対応案

図 1　年齢

図 2　病悩期間
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あった。経験年数では、知覚異常群が平均8.2年、非知覚異常
群が平均11.3年であり、術者の経験年数が多いほど、知覚異常
の発生頻度が低かった（図 4 ）。術式では、知覚異常の発生頻
度はメスとモスキートを使用した鈍的剥離では16.7%（ 8 /48）、
CO 2 レーザーでは 0 %（ 0 / 5 ）であった。

結　　語
　今回の臨床的検討において以下のことが示唆された。①当科
の下唇粘液嚢胞摘出術後における知覚異常の発生頻度は15.1%
であり、下顎埋伏歯抜歯術後と比較しても高かった。②知覚異
常の発生因子として、主に年齢、嚢胞の大きさ、術者の経験年
数、術式の選択が関与していた。③術前に知覚異常出現の可能
性を説明する必要がある。

6 ．下唇・オトガイ部皮膚の感覚異常に対する患者の訴えと感覚検査閾値との経時的関連

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面頸部機
能再建学系
顎顔面機能修復学講座　顎顔面外科学分野
○小林　明子　望月　美江　熊谷　順也　前田　慶子
　大山　厳雄　和気　　創　和気　裕之　原田　　清

　私たちは2013年、下歯槽神経障害により下唇やオトガイ部皮
膚に感覚異常のある患者の、申告される自覚症状や生活支障度
などと感覚検査閾値とには相関性がみられることを報告した。
しかしこれは対象を個々に横断的に調査した結果であったた
め、同一対象において経時的に経過観察した場合、患者の申告
と検査閾値が同様に変化するかどうかは不明であった。例えば
時間が経って検査閾値が改善した場合、訴えられる症状や心理
状態も同様に改善しているのだろうか。双方が乖離しているこ
とも少なからず経験する。そこで同一対象において経過に伴い
複数回検査を行った結果を比較検討した。

対象および方法

　対象は、片側の下唇あるいはオトガイ部皮膚に感覚異常の訴
えがあり、当科にて日時をおいて 2 回感覚検査を行った47例
（男性17例、女性30例）である。
　感覚検査として、SW知覚テスター、 2 点識別閾、 5 Hz矩形
派電流刺激、温覚、冷覚、熱感覚、Neurometer®の検査を行い、
健常側と患側との閾値差で 0 ～ 4 にスコア分類し、これらスコ
アの平均を感覚検査結果とした。

　患者の訴えの指標として、日本語版マギル疼痛質問票選択項
目数、生活支障度VAS値、自覚症状VAS値、一日のうちで気
になる時間の長さVAS値を調査し、さらに日本語版Hospital 
Anxiety and Depression scale（HADS）得点を不安・抑うつ
の指標とした。

結　　果

　平均スコアの 1 回目値― 2 回目値の変化は47例すべて正値
で、 2 回目の方が小さく、つまり平均スコアは全例改善してい
たが、訴えの指標およびHADS得点の差（ 1 回目値― 2 回目値）
との関連性をSpearemanの順位相関係数にて評価したところ、
両者に相関はみられなかった。

考　　察

　感覚検査にて検査閾値の改善がみられた患者の訴える症状お
よび心理状態は検査値同様には改善しておらず、経過に伴う感
覚検査閾値と患者の訴えとは別々に診査する必要があるといえ
た。

図 3　大きさ 図 4　経験年数
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７ ．耳介軟骨移植による鼻修正を行った唇顎口蓋裂患者における耳介の知覚に関する検討

1 ）�東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面外
科学分野

2 ）�東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科　健康支援
口腔保健衛生学分野

○香月　佑子1）　望月　美江1）　三島木　節1）

　佐藤　　豊1）　曽根　絵梨1）　佐野　祐美1）

　小林　明子1）　吉増　秀實2）　原田　　清1）

諸　　言

　耳介軟骨は、唇顎口蓋裂患者に対する鼻修正術のための移植
材料として広く用いられている。採取が容易で弾力性に富み、
耳介後面からのアプローチは癖痕も目立たない。耳介は眼鏡を
かけた時など日常的に触れる部位であり、術後合併症、とくに
不快な自覚症状の出現が少ないことはdonor siteとして重要で
ある。そこで今回われわれは、耳介軟骨移植による鼻修正術後
の耳介の知覚に関して検討し、報告する。

対　　象

　当科で耳介軟骨移植による鼻修正術を施行した唇顎裂もしく
は唇顎口蓋裂患者 6 名。手術時年齢14－17歳（平均16歳 6 か
月）。軟骨採取はすべて左側より行われ、評価時期は術後 1 か
月から 8 年 4 か月まで様々だったが、全症例、術後の耳介に知
覚異常の自覚は無かった。

方　　法

　図 1 に示す耳輪上の 4 点、①：耳介基部、②：最上部、③：
②と④の中点、④：最外側における温覚、熱痛覚、冷覚、触覚
を測定した。それぞれ、患側および対照（健側もしくは術前の
採取側）について測定した。
　温覚・熱痛覚は、32度から50度まで 1 度ずつ上昇させ、 2 回
続けて温かいもしくは熱いと答えた最低温度を闘値とした。冷

覚も同様に32度から20度まで 1 度ずつ下降させ、 2 回続けて冷
たいと答えた最高温度を闘値とした。触覚はSW知覚テスター
の細い方より 1 から20までのプローブ番号をふり、触ったと感
じた場所を示指で指してもらい、 2 回続けて触覚を認知し、検
査点と指差した場所が一致した最小の番号を闘値とした。

結　　果

　全症例、知覚異常の自覚は無かったが、闘値の変化を認めな
い症例は無かった。温覚は 6 例中 5 例で、熱痛覚は全症例で、
いずれかの部位に 3 度以上の闘値の変化を認めた。熱痛覚のみ
闘値の低下を 2 例に認めた。温覚を認知することなく熱痛覚を
認知した症例を 2 例認めた。温覚・熱痛覚に比べ、冷覚・触覚
は闘値の変化を認めた症例が少なかった。部位②③に最も知覚
異常の頻度が高く、闘値の変化も大きかった。次いで①に多
かったが、④には少なく、闘値の変化も小さいものが多かった。

考　　察

　これまで術後の知覚異常の程度や範囲、回復にかかる期間な
どは明らかでなかった。今回の調査では、術後早期に自覚症状
は消失していたものの、闘値の変化は存在し、術後 2 年以上経
過しても、それは残存していた。軟骨採取後の耳介の知覚には、
手術の影響を認めたが、いずれも自覚症状は無く、donor site
として適していると考えられた。

図 1



口腔顔面神経機能学会会報・VOL 19・2015 17

８ ．当科における下顎枝矢状分割術後のオトガイ神経知覚異常発症様態について

大阪大学大学院歯学研究科　顎口腔病因病態制御学講座
口腔外科学第一教室
○中川記世子　田中　　晋　宮川　和晃　薮野　佑介
　石原　康貴　奥野　恵実　関　　壮樹　山田　智明
　相川　友直　古郷　幹彦

緒　　言

　顎変形症手術において、下顎枝矢状分割術は多く用いられて
いる。代表的な合併症としてオトガイ神経知覚異常があげられ
る。その発症率は、30～80％であるといわれている。
　当科における外側骨切り線は、Obwegeser法とObwegeser 
-Dal Pont法との中間に設定しており、内側骨切り線は、症例
に よ り 下 顎 小 舌 を 越 え た 部 位 で と ど め たshort lingual 
osteotomyで行う場合もある。また、骨片間固定はチタンプ
レートを用いている。
　これまでの報告では、下顎管の位置と下顎骨の移動量がオト
ガイ神経知覚異常の危険因子として挙げられている。
　今回、当科における下顎枝矢状分割術症例と術後オトガイ神
経知覚異常の発症に関する危険因子に関して検討した。

対象・方法

　大阪大学歯学部附属病院口腔外科学 １ （制御系）において
2013年 １ 月～12月に同一術者が施行したSSRO施行症例33例66
側を対象とし、オトガイ神経領域の知覚に対してのカルテ記載
より、知覚異常の有無について調査した。調査時期は、術直後
（退院時の外来受診時、術後 ２ 週間程度）、術後 ６ か月程度、
術後 １ 年程度（抜釘前の外来受診時）とした。
　オトガイ神経知覚異常の発症の危険因子調査項目として、性
別、年齢、骨格性の咬合異常の分類、移動量、下歯槽神経露出
の有無、ＣＴ画像における下顎管の位置の ６ 項目に関して検討
した。なお、下顎管の位置に関しては、下顎枝部、下顎 ７ 近心
部、その二点の中点に関して皮質骨外側から下顎管の最小距離
を計測した。（下図参照）

結　　果

　術直後のオトガイ神経知覚異常の発現率は、59％、術後 ６ か
月では21％、術後 １ 年では13％であった。また、左右差は認め
られなかった。
　また、年代間にも差は認められなかった。
　骨格性咬合異常の分類においては、術直後から １ 年後を通し

て、骨格性 ３ 級の症例に知覚異常が多く認められ、術後 １ 年で
は、骨格性 ２ 級の症例において知覚異常は認められなかった。
移動量との関係に関しては、術直後では明らかな関連は認めら
れないが、術 後 １ 年 において 知 覚 異 常 の 残 存 するものはset 
back症例のみであった。
　次に、下歯槽神経露出と知覚異常の関係について検討した。
下歯槽神経露出を認めた症例に関して、術直後・術中 ６ か月の
知覚異常が残存することがわかった。
　下顎管の位置に関しては、術直後の神経知覚異常と下顎管の
位置の関係には有意差はなかった。一方、術後 １ 年での知覚異
常は、中点での下顎管の位置と相関があることがわかった。こ
れまで、術直後の知覚異常は、下歯槽神経の露出に左右される
という結果を得た。
　どのような症例で下歯槽神経の露出が生じるかについて検討
した。下歯槽神経の露出と下顎管の位置の相関に関しては、下
顎孔部および下顎 ７ 近心で下顎管から外側皮質骨の距離が短い
ほど下歯槽神経の露出が生じると言えた。

考　　察

　術直後に生じるオトガイ神経知覚異常を避けるためには、下
歯槽神経露出を生じないことが必要である。そのためには、術
前に、下顎角部および下顎 ７ 近心部での下顎管から外側皮質骨
までの距離に関して検討することが必要であると考える。
　また、術後 １ 年の知覚異常の残存に関しては、下顎管の位置
だけでなく、移動方向も関連する危険因子であることより、
set backが必要な症例に関しては注意することが必要であると
考える。

結　　語

　当科におけるSSRO術後に生ずるオトガイ神経知覚異常の危
険因子として下歯槽神経の露出、下顎管の外側皮質骨からの距
離、移動方向が関係すると言えた。
　今後、知覚検査の評価、術中所見等に関して詳細に記録し、
検討していく必要がある。
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９ ．下顎枝矢状分割術後のオトガイ部皮膚感覚に関する研究

日本大学歯学部付属歯科病院口腔診断学講座
出澤　　幸　野間　　昇　渡邉　広輔　神田　真麻
佐藤　有華　松川由美子　河野　晴奈　今村　佳樹

諸　　言

　顎骨を外科的に修正する手術（下顎枝矢状分割術）後には、
唇からオトガイ部の感覚障害は80%以上発生すると報告されて
いる。下顎枝矢状分割術を施行する患者を対象に、DFNSに準
じた検査方法の、顔面領域の感覚障害に対する有用性を検討す
ることにした。本研究では、顎や口の中での感覚検査を標準化
することで神経損傷の重症度、予後の予測、治療法選択、回復
度の判定の精度向上を目指すことを目的とした。

対象および実験方法

　対象は日本大学歯学部口腔外科にて、下顎枝矢状分割術が予
定され、実施された患者群14名および健康な対照群14名とし
た。実験方法は、DFNSプロトコールに準じた検査法で、冷覚
認識検査（CDT）・温覚認識検査（WDT）・温冷変調識別閾値
（TSL）・冷痛覚閾値（CPT）・温痛覚閾値（HPT）・触覚識別
閾 値（MDT）・機 械 痛 覚 閾 値（MPT）・振 動 感 覚 認 識 閾 値
（VDT）・圧痛閾値検査（PPT）・ワインドアップ率（WUR）
を測定した。実験部位は対象者の両側オトガイ部で測定を行っ
た。CDT、WD、TSL、CPT、HPTはMedocを 用 い 測 定 し、
MDTは、von frey、MPT、WURはpinprickを 使 用 し、VDT
は音叉、PPTは圧痛測定計を使用し計測した。
　それぞれの検査法において、術前、術後一週、一か月、三か
月の時点でデータを計測した。
　また、Z-scoreによって感覚障害発生の前後各時点における
対象との比較検討を行った。

結　　果

　冷覚認識検査（CDT）は、右側で、術前と比較し、術後一週、
一か月で有意差を認めた。左側では術前と比較し術後一週で有
意差を認めた。温冷変調識別閾値（TSL）では、右側で術前と
比較し術後一週で有意差を認めた。温痛覚閾値（HPT）は左
側で術前と比較し術後一週で有意差を認めた。触覚識別閾値
（MDT）では、両側で術前と比較し、術後一週、一か月、三
か月で有意差を認めた。機械痛覚閾値（MPT）では、両側で
術後一週、一か月で有意差を認めた。温覚認識検査（WDT）、
冷痛覚閾値（CPT）、振動感覚認識閾値（VDT）、圧痛閾値検
査（PPT）、ワインドアップ率（WUR）では差は認めなかった。
　Z-scoreでは、 2 ～－ 2 までの範囲を正常としたとき、どの
値も術後の経過が長いほどその範囲内に収まっていく傾向にあ
ることがわかった。また、右側、左側ともに、冷覚認識検査、
温覚認識検査、温冷変調識別閾値は術後三か月で 2 ~- 2 の範囲
を外れていた。

考　　察

　右側では、術前と比較し、CDTでは術後一週、一か月。
TSLでは術後一週において有意差を認めた。左側では、CDT
で、術後一週、HPTで術後一週で有意差を認めた。両側では、
MDTで術後一週、一か月、三か月で、MPTで術後一週、一か
月において有意差を認めた。
　Z-scoreより、温度認識閾値、機械痛覚閾値の回復の遅延が
示唆された。

10．舌神経に対する知覚神経活動電位導出法（SNAP）の確立と臨床応用

1）東京歯科大学口腔外科
２）佐々木歯科・口腔顎顔面ケアクリニック
村山　雅人1）　藤本　侑子1）　高田　　満1）　佐々木研一1）2） 
柴原　孝彦1）

緒　　言

　舌神経障害の評価、診断のためのツールにはSWテスターや
痛覚計などの触圧覚検査や二点識別閾値検査、温度感覚検査、
味覚検査がある。しかしこれらの検査はいずれも患者申告制に
よる主観的検査であるため評価が曖昧になる可能性がある。さ
らに舌神経は下顎管の形態で判断できる下歯槽神経と異なり、
レントゲンやCT所見からその損傷の有無が困難であるため、
従来の検査法だけでは神経損傷の評価が困難な場合が多くある。
　2011年から2014年の期間、東京歯科大学水道橋病院と千葉病
院口腔外科に受診した舌神経障害患者は累計75名である。年別

推移は2011年 ９ 名、2012年18名、2013年22名、2014年26名と増
加傾向にあり、原因で最も多いのが埋伏智歯抜歯である。増加
原因としては現代人の顎骨形態の変化だけでなく、歯科口腔外
科領域で発症する神経障害の認知度があがっていることが背景
であると考えられる。このように今後増加すると考えられる舌
神経障害症例に対し早期に正確な診断をするためにもより充実
した診断ツールが必要であると考えている。
　SNAPは導出された波形から神経損傷の程度が客観的に評価
可能なため舌神経障害の診断において有用であると考えてい
る。今回我々はその計測方法論の確立と臨床応用をおこなった
ので報告する。
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材料および方法 

　健常人舌神経のSNAPを導出し、その伝導速度を算出した。
（n=20）
　SNAP導出には筋電図・誘発電位検査装置（NIHONKODEN
社製MEB-9404 NeuropackS1）、刺激電極（UNIQUEMEDICAL
社製TUN209-012A）記録電極（NIHONKODEN社製NM-330T）
を使用した。記録電極を伝達麻酔の要領で下顎孔部に刺入、刺
激電極は舌を牽引し下顎第一大臼歯相当部の舌、口底粘膜移行
部に刺入した。刺激は定電流刺激で矩形波電気刺激、刺激持続
時間は0.1msec刺激頻度は １ Hzとし、30回平均加算、順行性誘
導にて記録した。

結　　果

　健常人舌神経（n=20）の平均伝導速度は53.5m/secであった。
さらに舌神経完全切断をきたした症例に対して計測したとこ
ろ、損 傷 ４ 週 後 ではSNAP導 出 できなかった。12 週 後 では
SNAPは導出できたがその波形は不明瞭であった。

結　　語

　舌神経SNAPは導出可能でありその伝導速度は53.5m/secで
あった。舌神経完全切断症例を経験し、損傷 ４ 週後ではSNAP
を導出することができなかった。今後は臨床的データを積み重
ねることで診断精度の向上に努めたいと考える。

１１．亜鉛欠乏状態が三叉神経系ニューロンの活動特性に及ぼす影響

1 ）大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室
2 ）済生会松坂総合病院　歯科口腔外科
3 ）市立堺病院　歯科口腔外科
○関　　壮樹1）　田中　　晋1）　木田久美子3）

　辻　　忠孝2）　山田　早織1）　藤林　えみ1）

　田中　　輝1）　外川　健司1）　青海　哲也1）

　古郷　幹彦1）

緒　　言

　亜鉛欠乏状態のラットの脳内では、摂食促進因子の発現が増
加することが報告されている。当科における研究で、体重の減
少、摂食量の増加、摂食開始までの時間の短縮が認められるこ
とを報告したが、亜鉛欠乏状態が摂食や阻喰時に重要な働きを
する三叉神経系ニューロンへ、いかなる影響を及ぼすかについ
てはこれまで解明されていない。三叉神経中脳路核は、咀嚼筋、
歯根膜からの感覚情報を統合し、運動ニューロンに投射するだ
けでなく、摂食に関わるリズムの形成に関与するとされてい
る。そこで今回われわれは、亜鉛欠乏状態における、三又神経
中脳路核ニューロンの神経活動様相について検討を行った。

方　　法

　SD系新生仔ラット（P10-17）を、標準飼料群、亜鉛欠乏飼
料群の 2 群に分けて飼育し、脳幹スライス標本を作製、単一の
三叉神経中脳路核ニューロンからスライスパッチクランプ法に
よるホールセル記録を行った。Current-clamp条件下で 2 群の
活動電位特性についてそれぞれ比較検討した。

結　　果

　矩形波脱分極パルス（ 3 ms）を細胞内通電して誘発した活
動電位において、亜鉛欠乏飼料群では標準飼料群と比較し、静
止膜電位は上昇傾向を示し、活動電位の高さが有意に減少、後
過分極の深さと時間は短縮する傾向を認めた。矩形波脱分極パ
ルス（ 1 s）を細胞内通電して誘発した連続発火活動において、
亜鉛欠乏飼料群では標準飼料群と比較し、活動初期のスパイク
周波数、活動全体の平均周波数ともに有意に増加した。

考　　察

　強力な摂食促進ペプチドであるNPYを直接脳幹スライスに
投与すると、三叉神経中脳路核ニューロンは、静止膜電位の上
昇、活動電位の高さの減少、後過分極の持続時間の短縮、また
連続発火活動のスパイク周波数の上昇を伴って膜の興奮性す
る。当研究において、亜鉛欠乏状態では摂食促進ペプチドの有
無にかかわらず膜の興奮性が認められた。以上のことから、亜
鉛欠乏状態における三又神経中脳路核ニューロンは、脳内摂食
促進ペプチドの増加の影響によらず、膜の興奮性が増大する可
能性が示唆されました。
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12．上顎洞根治術にともなう味覚閾値の変動

1 大阪大学大学院歯学研究科　顎口腔病因病態制御学講座
　口腔外科学第一教室
2 済生会松阪総合病院　歯科口腔外科
3 畿央大学大学院　健康科学研究科
○辻　　忠孝1, 2　佐藤　耕一2 　田中　　晋1　山本　　隆3

　古郷　幹彦1

研究目的

　食の嗜好性（食べ物のおいしさ）を高く保つためには、味覚
や嗅覚などの化学感覚情報を正確に認識することが必要であ
り、食欲維持や健康増進に大きく寄与している。味覚に関する
臨床研究は、亜鉛等の微量栄養素欠乏、薬剤、糖尿病や慢性腎
不全等の疾患、放射線治療、化学療法等の様々な関連性の視点
から行われてきた。しかしながら、基礎研究においても、味覚
と嗅覚情報の統合が、どのような脳内メカニズムで処理されて
いるかは未だ不明である。また、医療の現場において、慢性上
顎洞炎を呈している患者は、鼻閉塞のみならず味覚の変調を訴
えることがある。本研究では、慢性上顎洞炎の病態に加え、上
顎洞根治術の介入が味覚閾値に如何なる影響を及ぼすのか、さ
らには健常者を対象に一時的な鼻閉塞を再現した際に、味覚閾
値が変動するのか検討し、味覚と嗅覚の関連性を明らかにする
ために、考察を行ったので報告する。

対象と方法

　上顎洞根治術を施行した患者 6 名 （慢性上顎洞炎 5 名、術後
性上顎嚢胞 1 名） を対象として、手術前日、手術後の 1 週間、
1 ヶ月後の計 3 回、濾紙ディスク法により 4 味質 （甘味、塩味、
酸味、苦味） の味覚検査 （認知閾値） を実施した。また、手術
前日と手術後 1 ヶ月後に、食生活における味の満足度に関して
VAS（ 0 -10スコア）を用いて評価した。次に、健常者 6 名を
対象とし、以下の 2 条件、 １ ．コントロール条件、 ２ ．鼻閉塞
条件（鼻をつまんだ状態で）で同様の手法を用いて味覚検査
（検知閾値と認知閾値）を実施した。また、上記 2 条件下で味
覚検査前・検査後にそれぞれ舌下部より唾液を採取し、交感神
経活動の指標である唾液血清アミラーゼ値を測定した。尚、本
研究は、ヘルシンキ宣言及び臨床研究に関する倫理指針を遵守
し、済生会松阪総合病院倫理委員会の承認（No. H26-57）を得
て実施した。対象者には、事前に調査の趣旨と内容について十

分に説明を行った上で、自主的に参加を希望する者とした。

結　　果

　上顎洞根治術施術後 1 週間の甘味、塩味の認知閾値は、術前
と比較し、有意に低下した。術後 1 ヶ月の時点では、術前と比
較して全味質の認知閾値は有意に低下し、一方で味の満足度の
上昇を認めた。全味質の認知閾値の平均値と味の満足度は逆の
相関を示した。健常者では、一時的な鼻閉塞を行うことで、酸
味を除く 3 味質の検知閾値だけでなく、認知閾値の有意な上昇
を認め、上顎洞炎患者の術前の味覚閾値に近似していた。また、
唾液血清アミラーゼ値はコントロール条件では味覚検査後に低
下し、鼻閉塞条件下では、コントロール条件に比較して、味覚
検査前に対する味覚検査後のアミラーゼの比率は有意に上昇し
た。

考　　察

　本研究の特色は、慢性上顎洞炎という病態が味覚感受性を変
化させうる、さらには上顎洞根治術によって、鼻閉塞や頬部圧
痛等の上顎洞炎症状の改善だけではなく、低下した味覚感受性
が回復する可能性があると着目したところにある。実際に、慢
性上顎洞炎を有する患者では味覚認知閾値が上昇しており、上
顎洞根治術施術後は、鼻閉感の改善や食の満足感の上昇のよう
な主観的な指標だけでなく、経時的に味覚閾値の低下を認め
た。健常者での味覚検査の施行前後で唾液アミラーゼの上昇を
認めなかったことから、本研究で実施した味覚検査方法自体は
明らかなストレスを付与しない適当な手法であったこと、一時
的な鼻閉塞は大きなストレスとならないことが示唆された。慢
性上顎洞炎が味覚閾値を変動させたメカニズムとしては、単純
に鼻閉塞の有無により説明できる可能性があり、味覚に不調を
訴える患者の場合、上顎洞炎症状の有無を留意する必要性があ
ると考えられた。

13．下垂体腫瘍により口腔顔面痛を引き起こした症例

日本大学歯学部口腔診断学講座
○岡田　明子　氏家　陽子　篠崎　貴弘　中谷　有香
　平木　文佳　本田　智美　近藤　亜美　小池　一喜
　今村　佳樹

　下垂体腫瘍のほとんどは下垂体腺腫とよばれる下垂体に生じ
る良性の腫瘍である。症状は、下垂体腺腫の増大による周囲神

経の圧迫によるものや、内分泌系の異常などが生じる。眼の奥
や額、頭部、顔面に疼痛が生じたり、自律神経症状、様々なホ
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ルモンの分泌異常がおこり特徴的な臨床症状を呈することが知
られている。今回我々は、脳下垂体腫瘍が口腔顔面領域の痛み
の原因の一つとなっていた 3 症例を経験したので報告した。症
例①は43歳、男性で、成長ホルモン産生腺腫が発見された。手
足の先端、顎、口唇、舌等が肥大といった症状が発現していた。
また、下垂体腫瘍により咬合状態が変化し、歯牙の欠損が生じ
ていた。また、下垂体腫瘍により歯牙の疼痛、頭痛、頬部痛が
生じていた。下垂体腫瘍摘出術が行われたが、腫瘍の浸潤が大
きく全て摘出できなかった。よって、今後も術前と同様の症状
や、海綿静脈洞症候群の症状が生じる可能性があると思われ
た。症例②は40歳、女性で、非機能性下垂体腺腫と三叉神経痛
が合併していた。典型的な三叉神経痛の痛みと下垂体腫瘍によ
る 顔 面 痛 が 生 じていた。三 叉 神 経 痛 は、カルバマゼピン
400mg/dayの服用と右側眼窩下神経ブロックにて痛みはコン
トロールされた。下垂体腫瘍は小さかったため、経過観察と
なった。今後、下垂体腫瘍の腫大による臨床症状に気を付けた

経過観察が必要と思われた。症例③は55歳、女性で、来院時に
は既に、非機能性下垂体腺腫にて下垂体腫瘍摘出術が行われて
いたが、腫瘍の浸潤が大きく全て摘出できていなかった。その
ため海綿静脈洞症候群の症状が出現しており、三叉神経・自律
神 経 性 頭 痛（TAC）も 合 併 していた。インドメタシン50-
100mg/dayの服用と右側鼻奥への ８ ％キシロカインスプレー
塗布により痛みはコントロールされた。今後も下垂体腫瘍の腫
大による臨床症状の変化に気を付ける必要があると思われた。
　以上より、下垂体腫瘍による口腔顔面痛を訴える患者が歯科
に受診する可能性があることがわかった。下垂体腫瘍の進行度
合いにより、海綿静脈洞症候群による様々な自律神経症状を伴
うことがあり、歯科医師は下垂体腫瘍の臨床症状をよく理解
し、特に頭部顔面痛を訴える患者には注意を要する必要がある
と思われた。

14．舌癌により発症する舌痛に対するマイクログリアP 2受容体の役割

日本大学歯学部口腔外科学講座
◯玉川　崇皓　古川　明彦　米原　啓之

緒　　言

　臨床の現場で遭遇する異常疼痛には、抜歯、インプラントや
顎変形症の手術による末梢神経の損傷などが起因となる神経障
害性疼痛、あるいは慢性的な炎症が起因となる炎症性疼痛や、
悪性腫瘍の浸潤による癌性疼痛が知られている。神経障害性疼
痛や炎症性疼痛に関してはその疼痛発生の機序が解明されつつ
あるが、癌性疼痛に関しては研究が遅れており、早期の解明が
望まれる。
　近年P 2 X 7 およびP 2 Y12受容体は神経障害性疼痛や炎症性疼
痛に関与しているとの報告があるが口腔領域の癌性疼痛発症の
メカニズムに対するP 2 X 7 およびP 2 Y12受容体の役割は不明で
ある。本研究ではラット舌扁平上皮癌モデルにおける舌癌性疼
痛に対するマイクログリアP 2 X 7 およびP 2 Y12受容体の役割を
検討した。

材料・方法

　 ６ 週齢のFischer雄性ラットの舌に扁平上皮癌細胞を接種し、
舌癌モデルを作成し、腫瘍の定着およびその状態変化を免疫科
学的に観察した。対照群はPBS接種モデルとした。浅麻酔下に
おいて癌接種部に機械刺激または熱刺激を与え、逃避反射閾値
の解析を行った。SCC接種後における三叉神経脊髄路核尾側亜
核（Vc）における活性化マイクログリアを免疫組織化学的に
解析した。さらにマイクログリアの活性阻害薬であるミノサイ
クリンを腹腔内投与、またはP 2 X 7 およびP 2 Y12受容体アンタ
ゴニストを髄腔内投与し、機械刺激における逃避反射閾値およ

びマイクログリア活性の変化を解析した。

結　　果

　SCC接種 1 週後に腫瘍細胞の増殖が認められ、 3 週後には腫
瘍塊の形成と周囲への浸潤を認めた。SCC接種後 6 日目以降、
舌への機械刺激に対する逃避反射閾値の有意な低下が認められ
たが、SCC接種後舌への熱刺激に対する逃避反射閾値の有意な
低下は認められなかった。SCC接種 4 日目以降Vcにおいてマ
イクログリアの活性化を認めた。ミノサイクリンの腹腔内投与
によりSCC接種後14日目まで機械刺激における逃避反射閾値の
低下が有意に抑制された。また、P 2 X 7 受容体アンタゴニスト
の髄腔内投与によりSCC接種後 4 日目まで機械刺激における逃
避反射閾値の低下が抑制されたが、14日目では有意な逃避反射
閾値の低下を認めた。それに対しP 2 Y12受容体アンタゴニスト
の髄腔内投与によりSCC接種後14日目まで機械刺激における逃
避反射閾値の低下が有意に抑制された。

結　　論

　舌癌モデルラットにおいては機械刺激に対する痛覚過敏が発
症するが熱刺激に対する痛覚過敏は生じないことから、疼痛発
生の経路に違いがあることが考えられた。また、機械刺激に対
する痛覚過敏が生じる初期段階にはVcにおけるマイクログリ
アの活性化および、それにひき続くP 2 X 7 およびP 2 Y12受容体
の活性化が関与するのに対し、後期ではP 2 Y12受容体のみを介
する経路が関与する可能性が示された。
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大会長から会員の皆様へ

第20回口腔顔面神経機能学会学術大会にあたって
第20回口腔顔面神経機能学会会長
東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科顎顔面頸部機能
再建学講座　顎顔面外科学分野教授
� 原　田　　　清

　この度、第20回口腔顔面神経機能学会学術大会を東京、御茶ノ水で開催させていただくことになり
ました。痛みやしびれは、それらを実際に感じている本人でなければなかなか評価が難しい症状で、
とくに器質的な問題を伴わない場合に、その程度や質を判断することは至難の業といっても過言では
ありません。そんな主観的な訴えをさまざまなエビデンスに基づいて客観評価に置き換え、学問的に
体系化していこうということも本学会の学術的な目標と考えます。そこで、第20回学術大会では、本
学全人的医療開発学講座歯科心身医学分野の豊福明教授に、真の痛みと心因性の痛みに関する特別講
演をお願いいたしました。また、今回は第20回記念大会ということで、お昼の時間帯に会員懇親会を
企画しておりますので、会員の皆様には奮ってご参加いただきたいと思います。
　昨年に引き続き、東京、御茶ノ水での開催になりますが、多数の演題と多くの会員の皆様のご参加
をお待ちしています。

第20回口腔顔面神経機能学会の御案内

� 第20回口腔顔面神経機能学会　学術大会
� 大会長　原田　清
� 準備委員長　黒原一人

　第20回口腔顔面神経機能学会学術大会を下記の要領にて開催します。
　皆様の多数の発表と御参加をお待ち申し上げます。

記
日 時：平成28年 3 月 5 日（土）
会 場：東京医科歯科大学歯学部附属病院　 4 階　特別講堂
	 〒113-8549　東京都文京区湯島 1 - 5 -45
	 Tel 03-3813-6111
参 加 費： 2 ,000円（学会当日受付にて徴収いたします）
役員理事会：平成28年 3 月 5 日（土）
	 東京医科歯科大学歯学部附属病院　 4 階　演習室
特別講演：東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科全人的医療開発系包括診療歯科学講座　歯科心身医学分野　豊福　明　教授
　　　　　「その痛み　本当に心因性ですか？」
☆20回記念会員懇親会をお昼に予定しています。皆さまの参加をお願い申し上げます。
会費は 2 ,500円（予定）です。
演題募集要項：
1 ．�‌�発表形式：発発表は口演のみとし、スライド単写、Windows Power point 2010を使用したコンピューターとプロジェクターによ

る発表といたします。詳細は各演者に改めてお知らせいたします。
2 ．�‌�演題申込方法：演題名、所属、発表者（演者に○）、連絡先（住所、電話番号、FAX番号、メールアドレス）内容抄録（100字以内）

をE-mailにてお送りください。（郵送での申し込みは受付致しません）。担当・友松E-mail: tomomatsu.mfs@tmd.ac.jp
3 ．演題・抄録申込締切：平成27年12月31日（木）
4 ．�‌�後抄録：演題番号、演題名、所属、発表者（演者に○）を記入の上、 1 ,200～ 1 ,500字程度の後抄録を、学会当日までにメールで

お送りください。（担当・友松E-mail: tomomatsu.mfs@tmd.ac.jp） 本文以外に 4 , 5 点の写真、図表を加えていただいて結構です。（カ
ラー不可）。なお、ファイルサイズは合計 5 MB以下としてください。また、学会当日にプリントアウトした後抄録を提出して下
さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　演題申込・問い合わせ先
� 〒113-8549　東京都文京区湯島 1 - 5 -45  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科顎顔面頸部機能再建学講座顎顔面外科学分野
� 第20回口腔顔面神経機能学会　準備委員長　黒原一人
　　� TEL/FAX 03-5803-5500

E-mail: kuzkuroh.mfs@tmd.ac.jp
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（平成26年 2 月 1 日～平成27年 1 月31日）� （単位：円）
〈収入の部〉			 
	 前年度繰越金		  321,095
	 会費合計� 1,500,000
	 認定医審査料（更新を含む）
� 5,000× 50　　　　　250,000
	 認定医登録料 
� 10,000× 10  　　　　100,000
	 広告費（11社）� 350,000
	 利息� 22
	 その他� 45,000
	 　　　　計	   	 2,566,117

〈支出の部〉
	 第18回学会開催補助金� 150,000
	 会報発刊Vol.17� 289,800
	 会報発刊Vol.18� 308,448
	 管理費
	 　　PCソフト（ビルダー）� 14,700
	 　　消耗品費（文具費等）� 1,512
	 　　その他（雑費）� 4,179
	 認定医審査� 180,000
	 認定証発行� 53,829
	 通信運搬費� 20,266
	 ホームページ更新費� 17,280
	 会議� 142,180
	 謝金� 285,000
	 旅費� 180,660
	 次年度繰越金                             	 913,263
	 　　　　計		  2,566,117

口腔顔面神経機能学会　平成26年度収支決算報告書

　　　　　　　　　　　　　口腔顔面神経機能学会会則� 〔平成26年 ３ 月 1 日一部改訂〕

　　　　　　第 １ 章　総　　　則
第 1 条　本会は、これを口腔顔面神経機能学会とよぶ。
　　　　　　第 ２ 章　目的及び事業
第 ２ 条�　本会は、口腔顔面領域の神経機能障害の病態解明や治

療法開発の研究、討議を通じて国民の健康と福祉に貢献
することを目的とする。

第 ３ 条　本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。
　　　 １ ．総会および学術大会の開催
　　　 ２ ．会誌の発行
　　　 ３ ．その他本会の目的達成のために必要な事業
　　　　　　第 ３ 章　会　　　員
第 ４ 条�　本会の会員は、本会の目的に賛同する者をもって構成

する。
　　　　会員は正会員および賛助会員よりなる。
第 ５ 条�　本会に入会を希望するものは、所定の申込書に年会費

を添えて本会事務局に申し込むものとする。年会費は機
関（大学講座・研究機関・病院・都道府県あるいは郡市
歯科医師会など）ごととする。個人の年会費は別に規定
する。

第 ６ 条�　本会会員で、本会の体面を毀損するような行為があっ
た場合、理事会の議を経て総会の承認により除名するこ
とがある。

第 ７ 条�　 ２ ヵ年以上会費を納めないものは、退会者と見做すこ
とがある。

　　　　　　第 ４ 章　役　　　員
第 ８ 条　本会に、次の役員を置く。
　　　 １ ．会　長　　　　　 １ 名
　　　 ２ ．理事長　　　　　 １ 名
　　　 ３ ．理　事　　　　　２０名以上３０名以内

　　　 ４ ．監　事　　　　　 ２ 名
　　　　　　第 ５ 章　幹　　　事
第 ９ 条�　理事会の会務を補助するため、若干名の幹事を置く。

幹事は理事長が指名し、理事会の承認を得る。
第１０条　役員会の組織と職務は次による。
　　　 １ ．会長は当該年次の総会ならびに学会を主宰する。
　　　 ２� ．理事長は本会を代表し、会務を掌理する。副理事長

は理事長を補佐する。
　　　 ３ ．理事は理事会を組織し、会務を執行する。
　　　 ４ ．監事は会務および会計を監査する。
第１１条　役員の選出等は次による。
　　　 １� ．会長は理事会により推薦され、理事会の議を経て、

総会の承認を受ける。
　　　 ２� ．理事長と副理事長は理事会により理事の中から選出

される。
　　　 ３� ．理事は理事会により正会員の中から選出され、総会

の承認を受ける。
　　　 ４� ．監事は理事会により理事の中から選出され、総会の

承認を受ける。
　　　 ５ ．役員選出に関する規程は別に定める。
第１２条　役員の任期は次による。
　　　 １ ．会長の任期は １ 年とする。
　　　 ２� ．理事長と副理事長の任期は ３ 年とする。また原則と

して再任は ２ 期までとする。
　　　 ３� ．会長および理事長を除く役員の任期は ３ 年とし、再

任を妨げない。
　　　 ４� ．役員の任期は総会の翌日から ３ 年後の総会当日まで

とする。また、補充によって就任した役員の任期は前
任者の残任期間とする。ただし、次期役員が決定され
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ない場合は、次期役員決定までとする。
　　　　　　第 ６ 章　会　　　議
第１３条　理事会は毎年 １ 回以上理事長がこれを招集する。
　　　 １� ．理事会は、理事現員数の ３ 分の ２ 以上（委任状を含

む）が出席しなければ、その議事を開き、議決するこ
とはできない。ただし、理事が推薦する正会員を代理
として認めることができる。

　　　 ２� ．理事長が指名した各種委員会の委員長および監事・
幹事の出席を認めることができる。

第１４条　通常総会は毎年 １ 回、会長が招集する。
第１５条�　次に掲げる事項については通常総会の承認を受けなけ

ればならない。
　　　 １ ．事業計画および収支予算
　　　 ２ ．事業報告および収支決算
　　　 ３ ．その他必要と認められた事項
第１６条　必要あるときは臨時総会を開くことができる。
　　　　　　第 ７ 章　会　　　計
第１７条�　本会の経費は会費、寄付金およびその他の収入をもっ

てこれにあてる。
第１８条�　会費は正会員においては機関年会費３５,０００円、個人年

会費 ５ ,０００円とする。賛助会員は年額一口３０,０００円とす
る。

第１９条� 本会の会計年度は毎年 ２ 月 １ 日に始まり、翌年 １ 月３１
日に終わる。

　　　　　　第 ８ 章　委　員　会

第２０章�　本学会の会務運営に必要な委員会を置くことができ
る。

　　　 １ ．口唇麻痺判定認定制度設立準備委員会
　　　 ２ ．口腔領域感覚異常診断基準検討委員会
　　　 ３ ．学会のあり方委員会
　　　　　　第 ９ 章　会則の変更
第２１条�　会則の変更は、理事会の議を経て総会の議決により行

う。
　　　　　　第１０章　付　　　則
　　　 １� ．本会は事務局を置き、その所在地は理事長改選時に

定める。
　　　 ２ ．本会則は平成１６年 ３ 月 ６ 日より施行する。

―役員選出に関する細則―
第 １ 条�　理事は次の項目に該当する者で理事会が適当と認めた

者とする。
　　　 １ ．本会の目的に賛同する機関の代表者、
　　　　 １ － １ 　大学病院教授あるいは教室主任に相当する者
　　　　 １ － ２ 　都道府県あるいは郡市歯科医師会代表者
　　　　 １ － ３� 　病院歯科、口腔外科の主任あるいはそれに相

当する者
　　　 ２ ．本会の運営に必要な個人
第 ２ 条�　理事会の指名により、顧問を若干名置くことが出来 

る。

入会申込と年会費のお知らせ
　本学会はその発会の目的に照らし、大学の研究機関に拘ら 
ず、広く会員を集うことが確認されています。開業されている
先生方にも是非入会していただきたく存じます。なお、入会金
は無料とし、会員の負担をできるだけ少なくするため、年会費
か各機関ごととし、当分の間下記の如くといたします。各機関
での入会人数に制限はございません。会費納入時にお名前をま
とめて事務局までご連絡ください。

機関年会費　３５,０００円
大学講座・研究機関・都道府県あるいは郡市歯科医師会など
個人年会費　５,０００円

入会申込先
　口腔顔面神経機能学会事務局
　〒５６５－０８７１ 大阪府吹田市山田丘 １ － ８
　大阪大学大学院歯学研究科口腔外科学第一教室内
　TEL：０６－６８７９－２９３６
　FAX：０６－６８７６－５２９８
　e-mail：jsofnf@gmail.com

年会費振込先
●三菱東京UFJ 銀行　千里中央支店
　（店番号  ２４０　口座番号  ０１４３７３０）
　　口腔顔面神経機能学会　古郷　幹彦
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　　　　　　　　　　　　　　　　　理事名簿� （５０音順）

　口腔顔面神経機能学会会報第19号をお届けします。
　今年度は本会が研究会として発足してから節目となる20年目
を迎えます。第20回大会では記念懇親会も予定しており、平成

28年 3 月 5 日（土）に開催されます。多数のご参加をお待ちし
ております。
� （事務局幹事　田中　晋）

編集後記 

理事長
高 木 律 男 新潟大学大学院医歯学総合研究科　顎顔面口腔外科学分野 〒９５１-８５１４ 新潟県新潟市中央区学校町通二番町

５２７４番地
副理事長
中 村 典 史

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科顎顔面機能再建学講座
口腔顎顔面外科学分野 〒８９０-８５４４ 鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 ８ – ３ –５１

理事
飯 田 征 二 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 顎口腔再建外科学分野 〒700-8525 岡山県岡山市北区鹿田町 2 丁目 5 – 1

今 村 佳 樹 日本大学歯学部口腔診断学教室 〒１０１-８３１０ 東京都千代田区神田駿河台 １ – ８ –１３

覚 道 健 治 大阪歯科大学口腔外科学第Ⅱ講座 〒５４０-０００８ 大阪府大阪市中央区大手前 １ – ５ –１７

金 子 明 寛
（監事） 東海大学医学部外科学系口腔外科 〒２５９-１１９３ 神奈川県伊勢原市下糟屋１４３

川 辺 良 一 社会医療法人財団互恵会　大船中央病院歯科口腔外科 〒247-0056 神奈川県鎌倉市大船 2 –13– 5

岸 本 裕 充 兵庫医科大学歯科口腔外科学講座 〒663-8131 兵庫県西宮市武庫川町 1 – １

古 郷 幹 彦 大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室 〒５６５-０８７１ 大阪府吹田市山田丘 １ – ８

椎 葉 俊 司 九州歯科大学生体機能科学専攻生体機能制御学講座
歯科侵襲制御学分野 〒８０３-８５８０ 福岡県北九州市小倉北区真鶴 ２ – ６ – １

澁 谷 　 徹 松本歯科大学歯科麻酔学講座 〒３９９-０７８１ 長野県塩尻市広丘郷原１７８０

杉 山 　 勝 広島大学歯学部口腔保健学科口腔保健衛生学講座社会歯科保健学 〒７３４-８５５３ 広島県広島市南区霞 １ – ２ – ３

高 崎 義 人 独立行政法人国立病院機構高崎医療センター　歯科口腔外科 〒370-0829 群馬県高崎市高松町36

高 田 　 訓 奥羽大学歯学部口腔外科学講座 〒９６３-８６１１ 福岡県郡山市富田町字三角堂３１– １

鄭 　 漢 忠 北海道大学大学院歯学研究科口腔病態学講座口腔顎顔面外科学教室 〒060-8586 北海道札幌市北区北13条西 7 丁目

原 田 　 清 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
顎顔面頸部機能再建学系顎顔面機能修復学講座顎顔面外科学 〒１１３-８５４９ 東京都文京区湯島 １ – ５ –４５

古 澤 清 文
（財務担当） 松本歯科大学口腔顎顔面外科学講座 〒３９９-０７８１ 長野県塩尻市広丘郷原１７８０

堀之内　康文 公立学校共済組合　九州中央病院歯科口腔外科　 〒８５１-８５８８ 福岡県福岡市南区塩原 ３ – ２ – １

北 村 龍 二 独立行政法人　労働者健康福祉機構　関西労災病院歯科口腔外科 〒660-0064 兵庫県尼崎市稲葉荘 3 – 1 –69

山城　三喜子 日本歯科大学生命歯学部歯科麻酔学講座 〒１０２-８１５９ 東京都千代田区富士見 １ – ９ –２０

河 村 達 也
（代表委員） 大阪府歯科医師会 〒５４３-００３３ 大坂府大阪市天王寺区堂ヶ芝 １ – ３ –２７

若 野 正 人
（代表委員） 大阪府歯科医師会 〒５４３-００３３ 大阪府大阪市天王寺区堂ヶ芝 １ – ３ –２７

事務局
田 中 　 晋
（幹事）

大阪大学大学院歯学研究科　口腔外科学第一教室 〒５６５-０８７１ 大阪府吹田市山田丘 １ – ８

石 濱 　 孝 二
（幹事） 大阪警察病院歯科口腔外科 〒543-0035 大阪府大阪市天王寺区北山町10–31
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BA ZWe will provide thorough support to researchers aiming 
to achieve new advancements in biotechnologies.
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